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  国立大学附属学校 ＰＴＡ会長 様 

 

全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会 

会   長 神余智夫 

副 会 長 大竹昌士 

総務委員長 桑名良尚 

 

い じ め 対 策 活 動 等 助 成 金 事 業 の ご 案 内 

 

 

 向暑の候、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

  平素は、全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会の活動にご理解とご支援をいた

だき誠にありがとうございます。 

 昨今、全国でいじめの重大事案が発生するなど、附属学校においてもいじめ

問題は深刻な課題です。平成２８年１２月には「国立大学附属学校におけるい

じめ防止等の対策のための協議会」が開催され、また平成２９年にはいじめの

定義が見直され、文部科学省、大学、学校園も重点的にいじめに取り組んでい

ます。私たちＰＴＡにとってもいじめは直接的に関係する問題です。 

 

そこで、いじめ対策に関する取り組みを全国的に活発化させていくために、

全附Ｐ連では、いじめ対策活動等助成金事業を実施します。 

 

 私たち保護者をはじめ、子どもたちや先生方にも、いじめに対する理解や予

防のあり方などを学ぶことができる幅広い視野の事業が全国で展開され、いじ

めで苦しむ子どもたちがいない学校づくりに貢献していきたいと考えていま

す。 
 詳細は別紙の助成金事業要綱をご参照ください。 
  少しでも多くの単位ＰＴＡの皆様方が申請いただけますよう、お願い申し上

げます。 
  
 
 
  



《令和元年度 いじめ対策活動等助成金事業 要綱》 

 

 

１．助成金事業内容 

 

本助成事業は、ＰＴＡが関わるいじめ対策に関する事業の実施に対し

て、その実費に対して助成金を支給する事業です。 

いち学校園あたり、最大５０，０００円までを助成します。 

申請書を受け付け、随時審査し通知します。報告書提出時に実費を精査

し助成します。 

 

２．助成金の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申請書の審査は１週間程度で、報告書の審査は２週間程度で行いま

す。 

 報告書の審査完了後、振込口座申請書をメールで送付しますので必要

事項を記入してメールにて返信をお願いします。 

※土曜・放課後活動等助成金事業と同じ内容での申請は出来ません。 

※報告書に記載された経費を審査し、実費のみの助成になります。 

記載にあたっては、具体的に記載してください。 

※報告書の提出がない場合は、助成金の支給はできません。 

 

３．助成の対象となる事業および費目 

 

①いじめやいじめ予防に関する勉強会、セミナー、ワークショップなどの事業

です。 

 

②ＰＴＡが参加または関与する事業に限ります。子どもたちの授業の一環で行

う事業でも、 

申請書提出 審査結果通知 
事業実施 

報告書提出 報告書審査 助成金振込 

申請書審査 



ＰＴＡが関与していれば助成の対象になります。保護者だけの事業でも対象

になります。 

 

③自治体や外部団体が企画するいじめに関するセミナーなどに、ＰＴＡが参加

する経費も 

認められます。 

 

④イベント系の事業でも、明確にいじめに関する内容であれば助成の対象にな

ります。 

 

⑤土曜・放課後活動等助成金やカンガルーシップ活動助成金との併用は認めら

れません。 

 

⑥申請は１校園につき１件だけです。複数事業を１申請にまとめて提出しても

いいです。 

 

⑦学校の備品になるものは助成の対象になりません。 

 

⑧報告書に記載された内訳で具体性に欠くものは助成の対象になりません。 

 

⑨今年度に実施済の事業でも、助成の対象になります。 

 

４．提出期限 

 

  《申請書》様式① 

受付期間 令和元年７月２日（火）より１０月３１日（木）までメール

にて受付 

 

  《報告書》様式② 

   提出期限 活動終了後３ヶ月以内、かつ、令和２年２月２９日（土）ま

でに 

   メールにて報告をお願いします。 

 

５．注意事項 

 

①申請書・報告書は、受付期限を越えての受理はいたしかねますのでご注意く



ださい。 

 

②申請書記載金額の合計が、予算額に到達したら締め切ります。 

 

③申請書・報告書の書式は「全附連ホームページ」からダウンロードできま

す。 

 

④助成金の振り込みは、ＰＴＡの公式口座に限ります。 

 

⑤申請書の申請額は、できるだけ実際の金額を想定してください。 

 

⑥報告書で、領収書の添付は必要ありませんが、領収書の提示を求める場合が

あります。領収書等で証明できない内訳については助成の対象になりません。

ただし、交通費などの領収書をとることが難しいものは、概算値的なものでは

なく具体性のある内訳金額を記載していれば、審査上合格にすることがありま

す。 

 

⑦報告書は、「全附連ホームページ」に掲載することがあります。 

 

６．申請書・報告書提出先 

 

  全附連事務局 

   〒105-0001  東京都 港区 虎ノ門１－２－２９ 虎ノ門産業ビル８Ｆ 

                TEL： 03-3591-2091  FAX： 03-3591-2092 

                e-mail：soumu@zenfuren.org 

 

         提出はメールでお願いします。 

 

 

７．問い合わせ  

メールにてお願いいたします。 

 

  担当：全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会 総務委員長 桑名良尚      

e-mail：soumu@zenfuren.org 

 

 


